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貸 借 対 照 表 
（2023 年８月 31 日現在） 

（単位:千円） 
資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

流動資産 509,005 流動負債 110,787 
現金及び預金 394,467 一年内返済予定の⾧期借入金 37,657 
売掛金 103,692 未払金 33,694 
その他 10,845 未払費用 32,732 
  未払法人税等 1,855 
  未払消費税等 2,586 

固定資産 40,919 その他 2,261 
有形固定資産 16,497   

建物（純額） 12,698 固定負債 416,119 
その他 3,799 ⾧期借入金 416,119 

投資その他の資産 24,421   

投資有価証券 311 負 債 合 計 526,906 

関係会社株式 6,000 純 資 産 の 部 

⾧期前払費用 3,604 株主資本 23,077 
敷金及び保証金 13,906 資本金 10,000 
その他 599 資本剰余金 155,000 
  資本準備金 72,500 
  その他資本剰余金 82,500 
  利益剰余金 △141,922 
  その他利益剰余金 △141,922 
  繰越利益剰余金 △141,922 
  評価・換算差額金等 △58 
  その他有価証券評価差額金 △58 

  純 資 産 合 計 23,018 

資 産 合 計 549,924 負 債 及 び 純 資 産 合 計 549,924 
 
  



 

 

損 益 計 算 書 
（2022 年９月 1 日から 2023 年８月 31 日まで） 

（単位:千円） 

科              目 金                   額 

売上高  566,212 

売上原価  461,388 

売 上 総 利 益  104,824 

販売費及び一般管理費  178,899 

営 業 利 益  △74,074 

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 209  

助成金収入 24,674  

その他 626 25,510 

営業外費用   

支払利息 1,755  

その他 150 1,906 

経 常 利 益  △50,470 

特別利益   

保険解約益  3,599 

特別損失   

減損損失  5,255 

税 引 前 当 期 純 利 益  △52,126 

法人税、住民税及び事業税 1,855  

法人税等調整額 － 1,855 

当 期 純 利 益  △53,981 

 

  



 

 

 

株主資本等変動計算書 

（2022 年９月 1 日から 2023 年８月 31 日まで） 

（単位:千円）            

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 

資本 

準備金 

その他資本

剰余金 

資本剰余金 

合計 

当期首残高 92,500 72,500  72,500 

当期変動額     

減資 △82,500  82,500 82,500 

当期純利益     

株主資本以外の項

目の当期変動額

（純額） 

 

   

当期変動額合計 △82,500  82,500 82,500 

当期末残高 10,000 72,500 82,500 155,000 

 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合

計 

利益剰余金 

株主資本 

合計 

その他有

価証券

評価差

額金 

評価・換

算差額

等 

合計 

その他利益 

剰余金 

利益 

剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 △87,940 △87,940 77,059 △16 △16 77,042 

当期変動額       

減資       

当期純利益 △53,981 △53,981 △53,981   △53,981 

株主資本以外の項

目の当期変動額

（純額） 

   △42 △42 △42 

当期変動額合計 △53,981 △53,981 △53,981 △42 △42 △54,023 

当期末残高 △141,922 △141,922 23,077 △58 △58 23,018 

当期変動額合計 △53,981 △53,981 △53,981 △42 △42 △54,023 

当期末残高 △141,922 △141,922 23,077 △58 △58 23,018 

 



 

 

個 別 注 記 表 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

項 目 
当事業年度 

2022 年９月 1 日から 2023 年８月 31 日まで 

有価証券の評価基準及び評

価方法 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの……時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却 

原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等……移動平均法による原価法 

固定資産の減価償却方法 

有形固定資産 

定率法（ただし、当社は 2007 年 4 月 1 日以後に取得した建物（附属設備

を除く）については定額法、2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備

については定額法）を採用しております。 

引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

収益及び費用の計上基準 

顧客との契約から生じる収益の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義

務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の

時点）は以下のとおりです。 

障がい福祉サービス事業 

障がい福祉サービス事業においては、障がいのある方の社会的な自立に向けた

支援を行っており、利用者にサービスを提供した時点で収益を認識しております 

 

2. 表示方法の変更に関する注記 

前事業年度まで投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました「敷金及び保証金」は、金額的

重要性が増したため、当事業年度より、区分掲記しました。なお、前事業年度の「⾧期貸付金」は 18,364

千円であります。 

 

3. 貸借対照表に関する注記 

（1）有形固定資産の減価償却累計額 

     有形固定資産の減価償却累計額    19,991 千円 

（2）担保に供している資産及び債務 

 該当事項はありません。 

 



 

 

4. 損益計算書に関する注記  

該当事項はありません。 

 

5. 株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における発行済株式の数 

普通株式  700,000 株 

 

6. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  該当事項はありません。 

 

7. リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、オペレーティング・リース契約によ

り使用しております。  

 

8. 金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金

を調達しております。なお、デリバティブ等の投機的な取引は行っておりません。 

売掛金に係る信用リスクは、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日

及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

2023 年８月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。 

 貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

投資有価証券 

その他有価証券 
311 311 － 

資産計 311 311 － 

⾧期借入金（１年内返済予定を含む） 453,776 451,513 ▲2,262 

負債計 453,776 451,513 ▲2,262 

（注）「現金及び預金」「売掛金」「未払金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す

るものであることから、記載を省略しております。 

 

9. 賃貸等不動産に関する注記 

     該当事項はありません。 



 

 

 

10. 関連当事者との取引に関する注記 

       該当事項はありません。 

  

11. 1 株当たり情報に関する注記 

1 株当たり純資産 32 円 88 銭 

1 株当たり当期純損失 77 円 11 銭 

 

12. その他の注記 

資産除去債務に関する注記 

当社は、本部及び各拠点の不動産賃貸契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を

資産除去債務として認識しております。なお、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸契

約に関連する敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当事

業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっております。 

 

13. 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

以 上 

 


